
自治基本条例について自治基本条例について

特定非営利活動法人特定非営利活動法人特定非営利活動法人特定非営利活動法人 公共政策研究所公共政策研究所公共政策研究所公共政策研究所

水澤水澤水澤水澤 雅貴雅貴雅貴雅貴

平成２２年８月９・10日

別海町自治基本条例職員研修会
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自己紹介

●水澤 雅貴（みずさわ まさたか）

●昭和２５年２月６日 八雲町生まれ ６０歳

●学歴

・昭和４９年３月 早稲田大学社会科学部卒業

・平成１６年３月 北海学園大学経営学研究科修了

・平成２０年３月 北海道大学公共政策大学院修了

●職歴

・昭和４９年 ４月 日本電信電話公社 入社

・平成１７年１２月 ＮＴＴ東日本－北海道 退職

・平成１９年６月 特定非営利法人公共政策研究所理事長就任 （北海道認証）

・平成２０年４月 北海道大学公共政策大学院公共政策学研究センター研究員

●経験

・平成１５年１０月～平成１７年６月 苫小牧市自治基本条例等検討懇話会会長

・平成１８年４月～平成１９年３月 江別市自治基本条例市民懇話会ファシリテーター

・平成２０年８月～平成２１年８月 八雲町自治基本条例町民懇話会アドバイザー

・平成２１年１０月～ 美幌町みんなで創る自治基本条例町民会議アドバイザー

・平成２１年１０月～ 中標津町自治基本条例（仮称）検討職員プロジェクトアドバイザー



ＮＰＯ法人公共政策研究所のご紹介

公共政策研究所の設立の理念 主な活動の内容

(１１１１) 平成平成平成平成２０２０２０２０年度年度年度年度のののの活動活動活動活動

①北海道内１８０自治体の有機農業の推進の関する調査

(H20.5～6)

②市民参加を推進するための環境整備に関する調査

（３５市対象） (H20.4～8)

③八雲町自治基本条例（仮称）町民懇話会アドバイザー

(H20.8～Ｈ21.8)

④道内６市町村での市民活動講座講師(H20.10～12)

⑤北大公共政策学研究センター研究員発表(H20.11)

⑥東海大学・札幌学院大学大学院のゲスト講師

⑦札幌市役所に関するアンケート調査(H20.12)

⑧道内の自治基本条例制定状況調査(H21.1)

⑨北海道自治研究2009/2月481号寄稿

（（（（２２２２））））平成平成平成平成２１２１２１２１年度年度年度年度のののの活動活動活動活動

①政令市・中核市の市民参加を推進するための環境整備に関

する調査（５９市対象） (H21.4～11)

②道内北海道他３自治体のＮＰＯとの協働環境調査(H21.4～9)

③全国の自治基本条例制定状況調査(H21.7～10)

④美幌町自治基本条例町民会議アドバイザー (H21.10～）

⑤中標津町自治基本条例検討職員ＰＴアドバイザー (H21.10～）

⑥白糠町・斜里町自治基本条例職員研修(H21.10）

⑦大空町まちづくり講演会（自治基本条例）(H22.3)

⑧湧別町地域づくり（自治基本条例）職員研修会(H22.3)

当研究所は平成１９年６月に北海道から認証を

受けたＮＰＯ法人です。「政策を市民の手に」を目

指し活動を行っている政策提案型のＮＰＯです。

現実を理想に誘導するところに政策があり、現実

をどのように認識するかというところに政策の原

点があります。現実を認識するための調査が重

要であり、調査により世の中で認識されていない

事実を見つけ出す調査力と現実を理想に近づけ

る政策の提案力が当研究所設立の真価です。

現実

新しい

現実

市民

の目

で

調査

理

想

政

策

市民の目で

提案

懸け橋

提案力

調査力



今日のテーマ

Ⅰ 自治基本条例施行の現状

Ⅱ なぜ、自治基本条例が必要なのか

Ⅲ 自治基本条例とは何か

Ⅳ 自治基本条例づくりの注意点

Ⅴ 自治基本条例づくりへの新たな挑戦



自治基本条例施行の現状自治基本条例施行の現状



北海道の１７９自治体における自治基本条例の施行状況項目 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度施行自治体数 1 0 0 0 3 6 10 4 6 4累計 1 1 1 1 4 10 20 24 30 34比率 0.6% 0.6% 0.6% 0.6% 2.2% 5.6% 11.2% 13.4% 16.8% 19.0%(注）比率は全自治体に占める施行自治体の比率
１．北海道の自治基本条例施行状況（Ｈ２２．４．１現在）

Ⅰ．自治基本条例施行の現状
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北海道北海道北海道北海道のののの年度別推移年度別推移年度別推移年度別推移

施行自治体数累計
0.6% 0.6% 0.6%

2.2%

5.6%

11.2%

13.4%

16.8%

19.0%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

20.0%

14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

北海道施行自治体分布曲線北海道施行自治体分布曲線北海道施行自治体分布曲線北海道施行自治体分布曲線

北海道の自治基本条例の普及状況をロジャースのイノベー

ション普及理論で検証してみる。

①革新者（冒険者） （２．５％）＝４自治体

②初期採用者（オピニオンリーダー） （１３．５％）＝２４

③前期多数採用者（早期採用者） （３４％）＝６１

④後期多数採用者（大勢順応者） （３４％）＝６１

⑤遅滞者（伝統志向者） （１６％）＝２９

6

社会学者エベレット・ロジャースの「イノベーション普及理論」は、まだ社会に普及していない新しいモノ（商品等）やコト（行動等）がどのような過程をへて普及していくかを分析したものです。分析の結果、16％のラインを超えると急激に普及率が上昇することを発見し、ロジャースはこれを「普及率16％の論理」として提唱しています。



２．全国の自治基本条例施行状況（Ｈ２１．４．１現在）全国の１７５０自治体における自治基本条例の施行状況項目 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度施行自治体数 1 1 7 12 22 23 35 29 18累計 1 2 9 21 43 66 101 130 148比率 0.1% 0.1% 0.5% 1.2% 2.5% 3.8% 5.8% 7.4% 8.5%(注）比率は全自治体に占める施行自治体の比率
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全国施行自治体分布曲線全国施行自治体分布曲線全国施行自治体分布曲線全国施行自治体分布曲線

全国の自治基本条例の普及状況をロジャースのイノベー

ション普及理論で検証してみる。

①革新者（冒険者） （２．５％）＝４４自治体

②初期採用者（オピニオンリーダー） （１３．５％）＝２３６

③前期多数採用者（早期採用者） （３４％）＝５９５

④後期多数採用者（大勢順応者） （３４％）＝５９５

⑤遅滞者（伝統志向者） （１６％）＝２８０

普及率１６％を超える時点の予想

＝（280-148）/16＝8.25年

８年後の平成２９年度？

7



３．北海道における条例施行状況NO 自治体名  自治基本条例 議会基本条例 参加条例1 ニセコ町 平成13年4月1日2 奈井江町 平成17年4月1日3 苫前町 平成17年10月1日4 登別市 平成17年12月21日5 清水町 平成18年4月1日6 遠別町 平成18年4月1日7 沼田町 平成18年4月1日8 音更町 平成18年10月1日9 白老町 平成19年1月1日10 芽室町 平成19年3月5日 平成16年5月1日11 下川町 平成19年4月1日12 札幌市 平成19年4月1日13 苫小牧市 平成19年4月1日 平成21年4月1日14 留萌市 平成19年4月1日15 帯広市 平成19年4月1日 平成22年4月1日16 稚内市 平成19年4月1日17 中札内村 平成19年4月1日18 遠軽町 平成19年4月1日 平成19年4月1日19 美唄市 平成19年9月1日20 七飯町 平成19年10月1日21 平取町 平成20年4月1日22 上川町 平成20年4月1日23 石狩市 平成20年4月1日 平成14年4月1日24 芦別市 平成20年10月1日25 上富良野町 平成21年4月1日26 幌延町 平成21年4月1日 平成21年4月1日27 福島町 平成21年4月1日 平成21年4月1日28 厚沢部町 平成21年4月1日29 三笠市 平成21年4月1日 平成21年4月1日30 江別市 平成21年7月1日31 八雲町 平成22年4月1日32 名寄市 平成22年4月1日 平成21年4月1日33 和寒町 平成22年4月1日 平成22年4月1日34 士幌町 平成22年4月1日35 北海道 平成14年10月18日 平成21年7月10日36 知内町 平成20年4月1日37 今金町 平成19年5月1日38 栗山町 平成18年5月18日39 旭川市 平成15年4月1日40 富良野市 平成17年7月1日41 伊達市 平成19年4月1日42 北広島市 平成21年6月1日



なぜ、自治基本条例が必要なのかなぜ、自治基本条例が必要なのか



(1) 地域地域地域地域のことはのことはのことはのことは地域地域地域地域でででで決決決決

めるめるめるめる（（（（地域主権地域主権地域主権地域主権のののの確立確立確立確立））））

(2) 公共公共公共公共はははは町政町政町政町政（（（（議会及議会及議会及議会及びびびび

行政行政行政行政））））だけではだけではだけではだけでは担担担担えなえなえなえな

いいいい（（（（町民主体町民主体町民主体町民主体のののの自治自治自治自治

のののの確立確立確立確立））））

(3)おおおお金金金金（（（（財政財政財政財政））））のののの使使使使いいいい道道道道はははは

自分自分自分自分たちでたちでたちでたちで決決決決めるめるめるめる（（（（財財財財

政政政政のののの自立自立自立自立とととと責任責任責任責任））））

別海町別海町別海町別海町にににに

おけるおけるおけるおける自自自自

治治治治のののの確立確立確立確立

自治自治自治自治のののの

ルールルールルールルール

（（（（まちのまちのまちのまちの

憲法憲法憲法憲法））））

依存依存依存依存からからからから

のののの脱却脱却脱却脱却

（（（（危機意識危機意識危機意識危機意識

のののの共有共有共有共有））））

役割等役割等役割等役割等

のののの再確再確再確再確

認認認認

10

なぜなぜなぜなぜ、、、、自治基本条例自治基本条例自治基本条例自治基本条例がががが必要必要必要必要になったのでしょうかになったのでしょうかになったのでしょうかになったのでしょうか？？？？
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住民

[執行機関]

首長

[議事機関]

議会

議案提出権、再議権、議会の解散権等

首長の不信任決議、検閲・検査・監査の

請求、補助機関等の同意権等

○住民の権利義務（憲法26②、27、30、自治法10②
法律型の自治体運営

[代表民主制代表民主制代表民主制代表民主制]

○議員の公選制（憲法93②、自治法17）

[直接民主主義的制度直接民主主義的制度直接民主主義的制度直接民主主義的制度]

○直接請求制度→選挙管理委員会

・議会解散請求（自治法13①、76①）

・議員の解職請求（自治法13②、80①）

○請願（憲法16、請願法、自治法124）

[代表民主制代表民主制代表民主制代表民主制]

○首長の公選制（憲法93②、自治法17

[直接民主主義的制度直接民主主義的制度直接民主主義的制度直接民主主義的制度]

○直接請求制度

・条例の制定改廃請求（自治法12①、74①）

・事務監査請求（自治法12②、75①） →監査委員

・首長・主要公務員の解職請求（自治法13

②③、81①、86）

○住民監査請求・住民訴訟（自治法242、242の

2、252の43）→監査委員

○請願（憲法16、請願法）

法律型の自治体運営の限界

住民の権利義務は

公共サービスを受け

る権利と費用負担

の義務である



条例型の柔軟な自治体経営
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住民

[執行機関]

首長

[議事機関]

議会

反問権

一問一答方式・条例提案・監視

○知る権利

○参加する権利

○参加する機会の保障

条例型の自治体経営

行政情報の

公開と共有

町民参加

・審議会

・パブリックコメント

・市民自治推進委員会

・住民投票

議会活動

の情報公

開と共有

町民参加

・請願・陳情

・議会報告会

・政策会議の開催

市民の発見＝市民に権利を認める

＝市民主権を再確認

情報の共有＝説明責任（透明性）

参加＝議論＝共同の意思の確立

共通の理念（価値）

・市民が主体となって、自ら考え、行動し、決定す

ることにより市民自治を実現する

・個人の尊厳と基本的人権が尊重される地域社

会の創造

○参加する機会の保障

・自治基本条例

・市民参加条例

他

・議会基本条例



自治基本条例とは何か自治基本条例とは何か



前文

条例制定の目的

自治体の基本理念

基本原則

情報共有

参加

地域協議会

協働

住民投票・個別型・常設型住民投票・個別型・常設型

①情報共有の原則②町民参加の原則③地域自治の原則④協働の原則

町民

議会・議員

行政運営

①町民の権利②町民の役割
理念・原則を受けた制度 制度の担い手の具体化地域社会の新たな価値・まちの歴史、文化、環境・自治の取組み・自治の理念・町民の決意・宣言

・町民自治の実現を図ることを目的とする・活力に満ちた地域社会の実現を図ることを目的とする
用語の定義・町民（町内に住み、働き、学ぶ者及び町内で事業を営み、活動するものをいう）・行政（町長その他の執行機関）

・説明責任・情報提供・情報公開・個人情報保護行政議会
議会行政地域社会 ・審議会等・パブリックコメント・町民説明会・アンケート調査

①議会・議員の責務②町民と議会の情報共有と町民参加③行政と議会の関係

・町は、町民と協働して課題解決を図るため必要な措置を講じます。町は、町民の自主的かつ自立的な活動を尊重する

・私たちは、自治の主体として、自らの手で自らのまちを創っていこうとする意思を明確にし、考え行動することで、互いに支えあい、いつまでも安心して暮らすことのできる「しあわせを感じるまち」の実現を目指します
・市民が身近な地域の課題を主体的に解決し、特徴的かつ個性的な地域づくりに取り組むことができるように仕組みを整備し、都市内分権を推進することを明らかにする・都市内分権を推進するための仕組みである地域自治区と、そこに設置する地域協議会、事務所を設ける （上越市）

町長・職員①町長の責務②職員の責務
①①①①総合計画総合計画総合計画総合計画②②②②財政運営財政運営財政運営財政運営総合計画、行政評価を踏まえ、財政計画を策定し、健全な財政運営を行う③③③③行政評価行政評価行政評価行政評価評価結果は総合計画等へ反映④④④④政策法務政策法務政策法務政策法務地域の課題解決をする政策実現のため条例等の制度や法令等の自主的解釈運用を行う⑤⑤⑤⑤危機管理危機管理危機管理危機管理地域における連携協力体制の整備⑥⑥⑥⑥公益通報公益通報公益通報公益通報公益通報者の保護を定める

１１１１．．．．自治基本条例自治基本条例自治基本条例自治基本条例のののの制度体系制度体系制度体系制度体系

条例の見直し

自治推進委員会

（仮称）

条例の維持発展の制度

・・・・町長町長町長町長のののの付属機関付属機関付属機関付属機関・・・・委員会委員会委員会委員会のののの役割役割役割役割・この条例の運用の状況及び町民自治による町政や地域社会に関する基本的事項について調査審議する。・町民自治による町政や地域社会の推進に関し町長に意見を述べる。・・・・委員委員委員委員はははは10人以内人以内人以内人以内、、、、町民及び学識経験者・・・・任期任期任期任期2年年年年

・・・・見直見直見直見直しのしのしのしの期限期限期限期限４年又は５年・・・・見直見直見直見直しのしのしのしのトリガートリガートリガートリガー首長又は社会の変化・・・・見直見直見直見直しししし組織組織組織組織審議会を立ち上げる又は自治推進委員会（仮称）

連携交流・近隣市町村との連携と交流・国及び北海道との連携・国際交流と連携

条
例

の
位

置
づ

け
（
最
高
規
範
）

14



２．自治基本条例に欠かせない項目

自
治
基
本
条
例
は
制
度
の
カ
タ
ロ
グ

制
度
の
理
念

制
度
の
理
念
だ
け
（
理
念
条
例
）

自
治
体
経
営
変
わ
ら
ず

制
度
の
具
体

基本理念

①町民は、自治の主体である

②議会及び行政は町民の信託

に誠実に対応する

③議会及び行政は、町民の知

る権利の保障、情報提供、説

明責任を果たす

④議会及び行政は、町民の参

加権を保障し、制度を推進する

基本原則

①町民主権の原則

②情報共有の原則

③参加の原則

④協働の原則

権利・役割・責務

①町民の権利と役割

②議会・議員の責務

③町長の責務

④職員の責務

情報共有の制度

①情報提供

②説明責任

③情報公開

④個人情報保護

参加の制度

①参加手続の対象

②参加の方法

③参加の方法の組

み合わせ

条例の目的

条例の位置づけ

住民投票

①個別設置型

②常設型

コミュニティ制度

①コミュニティ活動

②地域協議会

③地域担当制度

（地域自治区）

④地域計画

議会運営制度

①情報公開

②情報共有

③市民参加

④議員同士の自由

討議

行政運営制度

①総合計画

②財政運営

③行政評価

④行政手続

⑤政策法務

⑥危機管理

条例見直し

①条例見直し

制度

②自治推進委

員会制度

協働の制度

①地域社会におけ

る課題解決

②議会・行政の支

援

15

（制度の理念と制度の具体の明確化）

ここが重要



ちょっと一息（１）

自治とはどんなイメージですか？

① 拘束 ・ 強制

② 自立 ・ 希望

16

自治基本条例の最大テーマが依存からの脱却

依存⇔自立＝自立のしくみが自治

自治の意味（大辞泉）：自分や自分たちに関することを自らの責任において処理すること



３．自治基本条例が実現する３つの発見

地
方
分
権
改
革

地
方
分
権
改
革

地
方
分
権
改
革

地
方
分
権
改
革
（（ （（
機
関
委
任
事
務

機
関
委
任
事
務

機
関
委
任
事
務

機
関
委
任
事
務
のの のの
廃
止

廃
止

廃
止

廃
止
）） ））

自
治
体

自
治
体

自
治
体

自
治
体
はは はは
自
己
決
定

自
己
決
定

自
己
決
定

自
己
決
定
・・ ・・
自
己
責
任

自
己
責
任

自
己
責
任

自
己
責
任

地
方
政
府
は
自
己
決
定
の
ル
ー
ル
が
必
要

自
己
決
定
の
ル
ー
ル
が
自
治
基
本
条
例
（
ま
ち
の
憲
法
）

町

民

の

信

託

自

治

体

政

府

成

立

・町長の設置 ・宣誓

・町長の権限（法的権

限）と新たな責務（自治

基本条例に基づく）の再

確認

・議会の設置

・議会の権限（法的権

限）と新たな責務（自治

基本条例に基づく）の再

確認

総合計画等策定・

見直し及び行政評

価への町民参加を

行う

議会報告会、町民

提案制度等町民参

加を図り、開かれ

た議会の実現

町
長
・
職
員

議
会
・
議
員

行
政
運
営

議
会
運
営

町政に関する知る権利（信頼） 町政へ参加する権利（人と人の絆）

・町民、議会及び行政は、互いに町政

に関する情報を共有します。

・議会及び行政は、町政に関する情報

提供、説明責任、情報公開、個人情報

保護、会議の公開を図る。

・町民は町政へ参加する権利を有する。

・議会及び行政は、町民に意見を求め、町

政に町民の意思を反映する。

・議会及び行政は、町政へ町民が参加す

る機会を保障する。

・参加・不参加を理由に不利益を受けない

地
方
政
府
は
地
域
の
特
性

を
生
か
し
た
地
域
づ
く
り

が
求
め
ら
れ
る

町

民

の

発

見

コミュニティ 協働

町民は、地域社会

の担い手であるコ

ミュニティの重要性

を認識し、その活

動に協調性をもっ

て積極的に参加し、

これを守り育てる

コミュニティは、地

域の課題解決のた

めコミュニティ相互

の連携や行政と協

働し、活動の充実

に努める

（現状＜クローズ＞を変える＜オープン＞手段としての自治基本条例）

自
治
体
の
発
見

（
中
央
集
権
の
行
き
詰
ま
り
）

町
民
の
発
見

（
安
心
社
会
の
行
き
詰
ま

り
）

地
域
社
会
の
発
見

（
地
域
社
会
の
行
き
詰
ま
り
）

町
長
・
議
員
の
地
位
は
町
民

か
ら
与
え
ら
れ
た
地
位

地

域

協

議

会

地

域

社

会

の

発

見

地

域

に

関

心



ちょっと一息 （２）

２つのタイプの社会があり、どちらの社会が

「自由」があると思いますか？

①物事の対応や解決が、主として「個々の場面で

の関係や調整」によってなされるような社会

②物事の対応や解決が、主として「普遍的なルール

ないし原理・原則」によってなされるような社会

広井良典「コミュニティを問いなおす」ちくま新書2009.8 P242

「自由」「柔軟」にも見える。しかし、「言語化されたルール」が少ないため、当事者間の「力

関係」や「場の雰囲気」によって物事が決められてしまうような社会。（以心伝心の社会）

「杓子定規」「拘束」にも見える。「現場では通用しない」といった言い方をされてしまいがち

な社会であるが、「普遍的な原理やルール」は人と人をつなぐ通路となる。（言語化された

共通の理念の社会）

18



ちょっと一息 （３）

「つながり」に２つのパターンがあります

①“同心円を広げてつながる”－「共同体的な一体

意識」（の原理）

②“独立した個人としてつながる”－「個人をベースと

する公共意識」 （の原理）

広井良典「持続可能な福祉社会」ちくま新書2006.7 P224

“自分を中心とする同心円”を広げていって、その“大きな円”を共有することでつながる。た

とえば、私と親や兄弟、子供は「家族」という円の中でつながり、「同郷出身者」「同じ日本

人」といった“大きな円”の中でつながる形態もある。“情緒的な一体性”、「身内」と「他人」と

いう閉鎖性という要素を潜在的に常にもっている。日本社会の一般的な「つながり」の形態

である。（非言語的）

自分とは異なる存在の「個人」とつながっていく形態で、個人が「大きな円」として“一体化”

するのではなく、あくまで独立した異なる個人として、個人がある種の何らかな「ある普遍的

な原理や規範の体系」を媒介にしてつながっていく形態である。（言語的）

19



４．自治基本条例によって実現する自治の形態

町 民

（人は誰でも主役になれる・自分がやってみると幸せが来る）

職員 町長 議会・議員

①条例の遵守義務

②職員の責務（職務内容の再確認）

③情報共有制度の運用

④市民参加制度の運用

⑤コミュニティ・協働制度の運用

⑥行政運営による職務遂行（総合

計画・行政評価・政策法務・財政運

営・連携協力）

⑦条例見直し制度の運用

チェック

監督

①町民の権利と役割の具体化

②情報共有の具体的制度

③町民参加の具体的制度

④コミュニティ・協働の仕組み

⑤条例見直しの具体的制度

⑥町民委員会の具体的役割

（条例の運用監視）

条例に

基づき

モニタ

条例に

基づき

モニタ

20

①条例の遵守義務

②議会・議員の責務（信託内容の

再確認）

③町民との情報共有の具体

④町民の議会への参加の具体

⑤議員同士の自由討議とその公開

①基本理念の実現

②条例の遵守義務

③町長の責務（信託内容再確認）

④職員の監督責任

⑤情報共有制度の運用

⑥市民参加制度の運用

⑦コミュニティ・協働制度の運用

⑧行政運営による自治体経営

（総合計画・行政評価・財政運営

・政策法務・危機管理）

⑨条例見直し制度の運用

（協力の可視化＝人間に真の力を生み出させるのは、自由な意志に基づく協力以外にない）



目

５．制度化（可視化）の取り組み

見えてい

ない領域

見えてい

る領域

制度化した

もの

見えていないもの

見えているもの

見えていないもの

21



自治基本条例づくりの

注意点

自治基本条例づくりの

注意点



生きた条例となるための注意点

①①①①理念型自治基本条例理念型自治基本条例理念型自治基本条例理念型自治基本条例としないとしないとしないとしない。。。。

②②②②関連条例関連条例関連条例関連条例のののの制定制定制定制定をををを行行行行いいいい制度制度制度制度のののの体系化体系化体系化体系化をををを図図図図るるるる。。。。

③③③③「「「「・・・・・・・・・・・・・・・・にににに努努努努めるめるめるめる」」」」というというというという努力規定努力規定努力規定努力規定のののの表現表現表現表現をできるだけをできるだけをできるだけをできるだけ避避避避けるけるけるける。。。。

④④④④作作作作りっぱなしとしないりっぱなしとしないりっぱなしとしないりっぱなしとしない仕組仕組仕組仕組みをみをみをみを内在内在内在内在させるさせるさせるさせる。。。。

⑤⑤⑤⑤まちづくりまちづくりまちづくりまちづくり型型型型のののの条例条例条例条例としないとしないとしないとしない。。。。
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24

（１）生きた条例となるための注意点

①①①① 理念型自治基本条例理念型自治基本条例理念型自治基本条例理念型自治基本条例としないとしないとしないとしない。。。。

理念型条例作っても、自治体経営は何も変わらない。⇒具体的規定とする。

⇒何を変えるかを意図する必要がある。

●苫小牧市自治基本条例 （基本原則）（平成１９年４月１日施行）

第３条 市民及び市は、まちづくりの理念にのっとり、次に掲げる原則に基づき、市民自治によるまちづくり

を推進するものとする。

(1) 情報共有の原則 市民及び市がまちづくりに関する情報を共有すること。

(2) 市民参加の原則 市民の参加の下に市政運営が行われること。

(3) 協働の原則 市民及び市がそれぞれの役割及び責任に応じ、対等な関係で協力すること。

24

情

報

共

有

情

報

共

有 協働

（地域社会）

協働

（地域社会）

市民参加市民参加

市

民

議

会

・

行

政

（課題は具体の仕組み）

①議会・行政と市民の情報共有の仕組みは？ ②議会・行政への市民が参加するための仕組みは？

③市民と議会・行政の地域社会の課題共有の仕組みは？ ④具体的に市民が地域社会での課題解

決する場合の議会・行政の支援の仕組みは？

議会

運営

行政

運営
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生きた条例となるための注意点

②②②② 関連条例等関連条例等関連条例等関連条例等のののの制定制定制定制定をををを行行行行いいいい制度制度制度制度のののの体系化体系化体系化体系化をををを図図図図るるるる。。。。

①①①①条例条例条例条例にににに委任委任委任委任するするするする方法方法方法方法 （（（（苫小牧市苫小牧市苫小牧市苫小牧市のののの例例例例 ））））

②②②②規則規則規則規則にににに委任委任委任委任するするするする方法方法方法方法 （（（（下川町下川町下川町下川町のののの例例例例 ））））

●苫小牧市自治基本条例 （市民参加）（平成１９年４月１日施行）

第５条 市は、市政運営への市民の参加（以下「市民参加」という。）を推進するため、別別別別にににに条例条例条例条例でででで定定定定めるめるめるめる

ところにより、市民参加に関する制度を設けるものとする。

当該条例には、次の事項を定めるものとする。

⑴市民参加の方法及びその適切な選択並びに市民参加の実施の周知に関する事項

⑵審議会等に原則として公募による委員を加えることに関する事項

⑶市民がまちづくりに関する政策を提案するための仕組みに関する事項

⑷その他市民参加に関し必要な事項

●苫小牧市市民参加条例（平成２１年４月１日施行）

（１）市民参加手続①政策形成手続（審議会）②市民意見提出手続（パブリックコメント）

（２）市民政策提案制度（１８歳以上市民１０人以上の連署で、代表者から市へ政策提案）
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●下川町自治基本条例

(町民参加の推進)

第8条 町は、次の事項を実施する場合は、法令の規定によるものや緊急を要するものを除き、町民の参加を推

進し、意向を反映します。

(1) 総合計画及び分野別の基本的な計画の策定又は見直しをするとき。

(2) 施策を効果的かつ効率的に推進するための行政評価を実施するとき。

(3) 町民に義務を課し、又は町民の権利を制限することを内容とする条例の制定、改正及び廃止をするとき。

(4) 町民の生活に大きな影響を及ぼす施策を決定するとき。

(5) 広く町民が利用する公共施設の管理運営方法などの決定をするとき。

2 前項各号に規定するもののほか、町民が参加できる機会を設け、町政運営に反映するよう努めます。

(町民参加の方法と時期)

第9条 町は、次に掲げる方法を活用して、適切な時期に町民参加を推進します。

(1) 審議会等(地方自治法(昭和22年法律第67号。以下「法」という。)第138条の4第3項に規定する執行機関の

附属機関又はこれに類するもので町が定めるもの)

(2) 意見交換会

(3) アンケート

(4) パブリックコメント手続(意思決定過程で素案を公表し、町民から出された意見等を考慮して決定する制度)

(5) その他適切な方法

2 前項各号の方法に関し必要な事項は、別に定めます。

●パブリックコメント手続規則

●審議会等の会議の公開等に関する条例

自治基本条例における市民が参加する権利等の状況

項目 登別市 札幌市 苫小牧市 留萌市 帯広市 稚内市 美唄市

市民が参加する権利 ○ × ○ ○ ○ ○ ○

市長が市民の参加する権利を保障 × ○ × × × × ○

関連条例への委任 × ○ ○ × × ○ ×

参加条例制定の検討 － × ○ － － × －

◎◎◎◎自治基本条例自治基本条例自治基本条例自治基本条例がががが施行施行施行施行されてもされてもされてもされても市民参加条例市民参加条例市民参加条例市民参加条例がががが制定制定制定制定されていないされていないされていないされていない実態実態実態実態があるがあるがあるがある
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生きた条例となるための注意点

③③③③ 「「「「・・・・・・・・・・・・・・・・にににに努努努努めるめるめるめる」」」」というというというという努力規定努力規定努力規定努力規定のののの表現表現表現表現をできるだけをできるだけをできるだけをできるだけ避避避避けるけるけるける。。。。

①裁量的ルール ⇒ やるかやらないかの裁量が行政に残るルール

②普遍的ルール ⇒ 条例等に、ある条件の場合は必ず行うルール

札幌市自治基本条例

（市政への市民参加の推進）

第２１条市は、市政への市民参加を保障するものとし、そのための制度の充実に努努努努めなければならないめなければならないめなければならないめなければならない。

２市は、政策の立案、実施、評価等の各段階において、市民の参加を進め、市民の意見が適切に反映され

るよう努努努努めなければならないめなければならないめなければならないめなければならない。

下川町自治基本条例

(町民参加の推進)

第8条 町は、次の事項を実施する場合は、法令の規定によるものや緊急を要するものを除き、町民の参加を推

進し、意向を反映反映反映反映しますしますしますします。

(1) 総合計画及び分野別の基本的な計画の策定又は見直しをするとき。

(2) 施策を効果的かつ効率的に推進するための行政評価を実施するとき。

(3) 町民に義務を課し、又は町民の権利を制限することを内容とする条例の制定、改正及び廃止をするとき。

(4) 町民の生活に大きな影響を及ぼす施策を決定するとき。

(5) 広く町民が利用する公共施設の管理運営方法などの決定をするとき。

2 前項各号に規定するもののほか、町民が参加できる機会を設け、町政運営に反映するよう努めます。
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生きた条例となるための注意点

④④④④ 作作作作りっぱなしとしないりっぱなしとしないりっぱなしとしないりっぱなしとしない仕組仕組仕組仕組みをみをみをみを内在内在内在内在させるさせるさせるさせる。。。。（（（（条例条例条例条例をつくることがをつくることがをつくることがをつくることが目的目的目的目的ではないではないではないではない））））
→→→→自治基本条例自治基本条例自治基本条例自治基本条例のののの見直見直見直見直しししし組織組織組織組織のののの明確化明確化明確化明確化

①市長の附属機関として、市民自治推進会議の設置⇒普遍的ルール

②なし ⇒裁量的ルール

苫小牧市自治基本条例 （苫小牧市民自治推進会議）

第３０条 市長の附属機関として、苫小牧市民自治推進会議（以下「推進会議」という。）を置く。

２ 推進会議は、市長の諮問に応じ、この条例の運用の状況及び市民自治によるまちづくりに関する基本

的事項について調査審議するほか、市民自治によるまちづくりの推進に関し市長に意見を述べることが

できる。

28

ふりかえり機関の設置(自治基本条例）

項目 登別市 札幌市 苫小牧市 留萌市 帯広市 稚内市 美唄市

ふりかえり機関の設置規定 ○ ○ ○ × × × ×

ふりかえり機関の設置実施 ○ × ○ － － － －

ふりかえり機関の設置(市民参加条例）

項目 石狩市 旭川市 富良野市 伊達市 千歳市

ふりかえり機関の設置規定 ○ ○ ○ ○ ○

ふりかえり機関の設置実施 ○ ○ ○ ○ ○
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生きた条例となるための注意点

⑤⑤⑤⑤ 「「「「まちづくりまちづくりまちづくりまちづくり」」」」とととと言言言言うあいまいなうあいまいなうあいまいなうあいまいな表現表現表現表現をしないをしないをしないをしない

→ 「まちづくり」の概念はあいまい。

まちづくり＝町政（議会＋行政）＋地域社会 の造語で、「まちづくり」はこの２つを同時に意味する

ため、町民にはかえって理解ができない。一見わかりやすい言葉が理解できないのであれば、効果

がない。本来は、町政（議会＋行政）に参加することで公共を担ってもらうことや地域社会を行政依存

から脱却し、地域で起きていることに関心を持ってもらう目的であったが、どちらも理解されず、効果が

ない。したがって、「まちづくり」というあいまいな言葉は使うべきでない。

苫小牧市自治基本条例 （協働の推進）

第７条市は、市民と協働してまちづくりにおける課題の解決を図るために必要な措置を講じるよう努める

ものとする。この場合において、市は、市民の自主的かつ自立的な活動を尊重しなければならない。

●条例では条例の適用範囲に３パターンがある。

①市政型→市政のみ条例の範囲→多治見市・下川町→地域社会を条例の対象としていない。

②まちづくり型→市政＋地域社会を丸ごと条例の範囲

→地域社会の自治に対する認識ないため、自治が育たない、地域社会は行政主導になる。

→地域社会や協働があいまい。

→行政依存の地域社会の脱却を意図した結果陥る形態

③自治型→市政と地域社会の自治を区分した上で条例の範囲とする。

→地域社会の自治と町政の自治が明確に制度設計できる。

→したがって、町民主体の自治が実現する。
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まちづくり型自治基本条例

自治型自治基本条例

地域社会（まちづくり）の扱い方の違い

民間＝私的活動

地域社会＝住民自治

町政町政町政町政＝信託＝団体自治

新しい

公共領

域

協協協協 働働働働 地域社会における自治の一部を信託し、町を設立
地域活動

and
一部行政サービス

民間＝私的活動

町政町政町政町政＝信託＝団体自治

まちづくりまちづくりまちづくりまちづくり

行政サービスコミュニティ 町政はまちづくりの一部
自治基本条

例が規定し

ている町政

領域

まちづくり

基本条例

が規定して

いるまちづ

くり領域

行政が地域社会

の運営を主導する

可能性が高い

町民が地域社会

の運営主体となる

市政基本条

例が規定して

いる領域協働の規定なし

民間＝私的活動＝利潤追求活動地域社会 町政町政町政町政＝信託＝団体自治
市政型自治基本条例

市政基本条例の対象範囲

＝市政領域

→地域社会の規程ない

→協働の規程ない

市政基本条例の対象範囲

＝市政領域

→地域社会の規程ない

→協働の規程ない

地域

協議

会

（（（（地域社会地域社会地域社会地域社会＋＋＋＋町政町政町政町政））））

協働協働協働協働



31

町

長

町

長 行政

議

員

議

員
議会

町民町民

町内会町内会

ＮＰＯ等

地

域

協

議

会

行政情報を知る権利と

行政に参加する権利

地域社会への参加

地域社会との協働

協働領域協働領域協働領域協働領域

町政町政町政町政 町民による信託の領域地域社会地域社会地域社会地域社会町民による自治の領域

選挙

選挙

地域計画の

諮問・答申

地域の課題解決

地域社会の

課題解決

子育

て

介護

地域

食堂

子供

見守

り

除雪

支援

環境

災害

支援

親睦

議会報告会・政策会議等

審議会・パブリックコメント等

地域社会との協働

コミュニティビジネス

（新たな雇用の創出）

参加と協働の概念の整理

（参加は議会及び行政と地域社会への参加、協働は地域社会の課題解決を指す概念）

議会情報を知る権利と

議会に参加する権利

一問一答方式

・反問権

コミュニティコミュニティコミュニティコミュニティ

（（（（地域社会地域社会地域社会地域社会））））



自治基本条例づくりへの新たな挑戦自治基本条例づくりへの新たな挑戦



新しいことへの挑戦

新新新新しいしいしいしい制度等制度等制度等制度等ににににチャレンジチャレンジチャレンジチャレンジするするするする。。。。

（（（（１１１１））））自治基本条例制定自治基本条例制定自治基本条例制定自治基本条例制定のののの承認手続承認手続承認手続承認手続きをきをきをきを住民投票住民投票住民投票住民投票でででで行行行行うううう。（。（。（。（最高規範最高規範最高規範最高規範のののの確保確保確保確保））））

（（（（２２２２））））議会議会議会議会にににに関関関関してしてしてして別別別別にににに議会議会議会議会（（（（基本基本基本基本））））条例条例条例条例をををを制定制定制定制定するするするする。（。（。（。（条例条例条例条例へのへのへのへの委任委任委任委任））））

（（（（３３３３））））常設型住民投票常設型住民投票常設型住民投票常設型住民投票とするとするとするとする。（。（。（。（個個個個々々々々のののの争点争点争点争点についてについてについてについて、、、、議会議会議会議会のののの議決議決議決議決をををを経経経経ずにずにずにずに

住民投票住民投票住民投票住民投票をををを行行行行えるえるえるえる。。。。投票年齢投票年齢投票年齢投票年齢をををを18歳歳歳歳からからからから認認認認めるめるめるめる例例例例もあるもあるもあるもある））））

（（（（４４４４））））地域社会地域社会地域社会地域社会のののの制度設計制度設計制度設計制度設計（（（（地域協議会地域協議会地域協議会地域協議会とととと協働協働協働協働のののの制度設計制度設計制度設計制度設計））））

（（（（５５５５））））市民参加条例市民参加条例市民参加条例市民参加条例やややや議会基本条例議会基本条例議会基本条例議会基本条例といったといったといったといった条例条例条例条例にににに委任委任委任委任しないでしないでしないでしないで、、、、自治基本自治基本自治基本自治基本

条例条例条例条例にあるにあるにあるにある程度詳細程度詳細程度詳細程度詳細をををを規定規定規定規定するするするする。。。。

（（（（６６６６））））別海町自治基本条例制定別海町自治基本条例制定別海町自治基本条例制定別海町自治基本条例制定プロセスプロセスプロセスプロセスをををを本本本本にまとめるにまとめるにまとめるにまとめる。（。（。（。（他他他他のののの自治体自治体自治体自治体のののの

参考参考参考参考とするとするとするとする））））
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理念的規定理念的規定理念的規定理念的規定（（（（制度制度制度制度のののの具体具体具体具体のないのないのないのない規定規定規定規定））））

＋＋＋＋行政行政行政行政のみのみのみのみ具体的規定具体的規定具体的規定具体的規定

（（（（参加条例参加条例参加条例参加条例にににに委任委任委任委任））））

＋＋＋＋議会議会議会議会にににに具体的規定具体的規定具体的規定具体的規定

（（（（議会基本条例議会基本条例議会基本条例議会基本条例にににに委任委任委任委任））））

＋＋＋＋地域社会地域社会地域社会地域社会にににに具体的制度規定具体的制度規定具体的制度規定具体的制度規定

？？？？

第第第第１１１１段階段階段階段階

第第第第２２２２段階段階段階段階

第第第第３３３３段階段階段階段階

第第第第４４４４段階段階段階段階

第第第第５５５５段階段階段階段階

自治基本条例の発展形態
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最後まで、ご清聴いただき

ありがとうございました。


